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主な改正内容

おたずね／市民税課　☎２１－６７７０・２１－６８９８

給　　与 給与所得控除

必要経費

▲１０万円

基礎控除

＋１０万円

（基礎控除額：３３万円→４３万円）

※給与所得と年金所得の双方を有する方については、負担増となることを防止するために、給与所得から
　最大１０万円を控除する「所得金額調整控除」の措置があります。

公的年金等控除

▲１０万円
公的年金等

フリーランス、請負、
起業などによる収入

◆ 給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替について

給与所得控除・公的年金等控除
基礎控除

▲１０万円
＋１０万円（控除額：３３万円→４３万円）

令和３年度から適用される
市民税・県民税（個人住民税）の税制改正について

令和３年度から適用される
市民税・県民税（個人住民税）の税制改正について
　平成３０年度税制改正では、働き方の多様化を踏まえ、特定の働き方だけでなく、様々な形で働く人を応援し、
「働き方改革」を後押しする等の観点から、給与所得控除・公的年金等控除の制度の見直しを図りつつ、一部を
基礎控除に振り替えるなどの見直しが行われました。
　また、令和２年度税制改正では、全てのひとり親家庭の子どもに対して公平な税制を実現する観点から、「婚
姻歴の有無による不公平」と「男性のひとり親と女性のひとり親の間の不公平」を同時に解消するための見直
しが行われました。これらの見直しについては、令和３年度の市民税・県民税から適用されます。

　給与所得控除及び公的年金等控除の控除額を一律に１０万円引き下げるとともに、どのような所得にで
も適用される基礎控除の控除額が同額の１０万円引き上げられました。

◆ 給与所得控除の見直しについて
　給与所得控除の上限が適用される給与収入金額を１，０００万円から８５０万円に引き下げるとともに、
控除額の上限が２２０万円から１９５万円に引き下げられました。

給与等の収入金額（Ａ）
給与所得控除額

改正後 改正前
１６２万５千円以下 ５５万円 ６５万円
１６２万５千円超１８０万円以下 Ａ×４０％－　１０万円 Ａ×４０％
１８０万円超３６０万円以下 Ａ×３０％＋　　８万円 Ａ×３０％＋１８万円
３６０万円超６６０万円以下 Ａ×２０％＋　４４万円 Ａ×２０％＋５４万円
６６０万円超８５０万円以下 Ａ×１０％＋１１０万円

Ａ×１０％＋１２０万円
８５０万円超１，０００万円以下 １９５万円
１，０００万円超 ２２０万円
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◆ 公的年金等控除の見直しについて
　公的年金等の収入金額が１，０００万円を超える場合の控除額に１９５万５千円の上限を設けるととも
に、公的年金等以外の所得金額が１，０００万円を超える場合の控除額が引き下げられました。

・６５歳未満の場合

◆ 基礎控除の見直しについて
　合計所得金額が２，４００万円（給与収入：２，５９５万円）超の方に係る基礎控除について、控除額が
逓減・消失する仕組みが設けられました。

◆ 人的非課税措置の見直し
　人的非課税措置が次のとおり変更されました。

◆ 未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直しについて
　婚姻歴や性別にかかわらず、生計を同じとする子（総所得金額等が４８万円以下）を有する単身者につ
いて、「ひとり親控除（控除額：３０万円）」が設けられました。
　なお、ひとり親控除に該当しない寡婦で、所得５００万円（給与収入：６７８万円）以下の方は、引き
続き寡婦控除額２６万円が適用されます。

・６５歳以上の場合

※公的年金等以外の合計所得金額が１，０００万円超２，０００万円以下：控除額を１０万円引き下げ
※公的年金等以外の合計所得金額が２，０００万円超：控除額を２０万円引き下げ

公的年金等の収入金額（Ａ）
公的年金等控除額

改正後（※） 改正前
１３０万円以下 ６０万円 ７０万円
１３０万円超４１０万円以下 Ａ×２５％＋　２７万５千円 Ａ×２５％＋３７万５千円
４１０万円超７７０万円以下 Ａ×１５％＋　６８万５千円 Ａ×１５％＋７８万５千円
７７０万円超１，０００万円以下 Ａ×　５％＋１４５万５千円

Ａ×５％＋１５５万５千円
１，０００万円超 １９５万円５千円

合計所得金額
基礎控除額

改正後 改正前
２，４００万円以下 ４３万円

３３万円
（所得制限なし）

２，４００万円超２，４５０万円以下 ２９万円
２，４５０万円超２，５００万円以下 １５万円
２，５００万円超 適用なし

改正後 改正前

障がい者、未成年者、寡婦又はひとり親で前年の
合計所得金額が１３５万円以下の方

障がい者、未成年者、寡婦又は寡夫で前年の合計
所得金額が１２５万円以下の方

公的年金等の収入金額（Ａ）
公的年金等控除額

改正後（※） 改正前
３３０万円以下 １１０万円 １２０万円
３３０万円超４１０万円以下 Ａ×２５％＋　２７万５千円 Ａ×２５％＋３７万５千円
４１０万円超７７０万円以下 Ａ×１５％＋　６８万５千円 Ａ×１５％＋７８万５千円
７７０万円超１，０００万円以下 Ａ×　５％＋１４５万５千円

Ａ×５％＋１５５万５千円
１，０００万円超 １９５万円５千円


